
 

 

このような実施率のようで

す。 

◆現役世代にとっての新型

コロナ 

現役世代での新型コロナ

による死亡率も、日本では高

くないのが実態のようです。

新型コロナの死亡者の平均

年齢は 79.3 歳で、ほぼ男性

の平均寿命（80.98 歳）と同

じであり、健康寿命（男性

72.14 歳、女性 74.79 歳）と

の比較でみると男女とも死

亡者の平均年齢のほうが上

回っているという状況だそ

うです。 

経団連がコロナ対策のガ

イドラインを改訂し、出張に

ついて「見合わせ」から「注

意」に変更するなど、不合理

な対策は改めようという動

きもある一方、まだまだ自粛

一辺倒のような空気もあり

ます。会社が立ち行かなくな

っては元も子もありません

から、ワクチンの開発など期

待せずに、感染の現状につい

て自社で判断しながら、でき

ることからやっていくしか

ないのでしょう。 

◆雇調金などもあるけれど

…… 

前述のアンケート調査で

は、「１年以内に廃業を検討

する可能性がある」と回答し

た中小企業が 42.2％に上っ

ています。11 月上旬時点の調

査結果なので、第 3 波を迎え

ているとされる現時点では、

増加している可能性もあり

ます。 

特例措置の期間が延長さ

れた雇用調整助成金などの

利用も、一時的には考えられ

ますが、いつまでも頼れるも

のではありません。 

自粛継続によって経済が

シュリンクし、自殺率が高ま

るなど、社会的な問題も深刻

となりつつあります。医療崩

壊を防ぐには、新型コロナを

指定２類感染症としている

取扱いの見直しも検討が必

要かもしれません。経済回復

との両立に向け、感染防止に

向けた取り組みの再点検が

求められます。 

 

冬場における新型コロナ

ウイルス対策 
◆感染者数の増加 

冬に入り、新型コロナウイ

ルス感染症の新規感染者数

は過去最多の水準となって

います。連日感染者数が報道

されており、日常生活でもあ

らためて気を引き締めたい

状況が続いています。 

冬場は、寒さと換気の折合

いをつけるのが難しく、職場

でも「換気の悪い密閉空間」

になるリスクが高いので、今

まで以上に感染対策には気

をつけたいところです。 

◆冬場の換気方法 

厚生労働省でも、冬場にお

ける「換気の悪い密閉空間」

を改善するための換気の方法

について案内が出されていま

す。 

推奨される方法として、換

気機能を持つ冷暖房設備や機

械換気設備が設置されていな

い、または換気量が十分でな

い施設等では、以下の点に留

意しながら窓を開けて換気を

するよう示されています。 

◎居室の温度および相対湿度

を 18℃以上かつ 40%以上に

維持できる範囲内で、暖房

器具を使用しながら、一方

向の窓を常時開けて、連続

的に換気を行うこと（加湿

器を併用することも有効） 

◎居室の温度および相対湿度

を 18℃以上かつ 40％以上

に維持しようとすると、窓

を十分に開けられない場合

は、窓からの換気と併せて、

可搬式の空気清浄機を併用

すること 

 室温変化を抑えるポイント

としては、開けている窓の近

くに暖房器具を設置すること

等が挙げられています（燃え

やすい物から距離を空けるな

ど、火災の予防には注意が必

要）。 

改めて職場状況の十分なチェ

ックをしましょう。 
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(2) 生産指標要件：最近３カ

月の生産量等が直前３カ

月または前年同期と比べ

て原則５％以上減少（コロ

ナ特例措置では１カ月

５％以上減少） 

(3) 対象被保険者：被保険者

期間６カ月未満の者も助

成（コロナ特例措置では緊

急雇用安定助成金により

被保険者でない労働者も

助成） 

(4) 支給限度日数：３年 300

日（コロナ特例措置では令

和２年４月１日から令和

３年２月末までの期間＋

１年 100日、３年 150日） 

◆３月以降は在籍型出向に

よる雇用維持支援にシフト 

出向元企業への雇用調整

助成金による支援、労働移動

支援助成金による受入れ企

業への支援も引き続き実施

するとされています。 

現在従業員を休業させ雇

用調整助成金を活用してい

る企業においては、上記のよ

うな変更への対応を検討し

ておく必要があるでしょう。 

◆人手不足企業向けには新

たな雇入れ助成も 

コロナ禍による離職者等

で、就労経験のない職業に就

くことを希望する求職者を

一定期間試行雇用する事業

主に対する賃金助成制度（ト

ライアル雇用助成金）を創設

するとともに、紹介予定派遣

を通じた正社員化（キャリア

アップ助成金）を促進すると

されています。 

人手不足に悩んでいる企

業においては、こうした制度

の活用による人材確保も検

討してみるのもよいかもし

れません。 

 

リモートワークの実態は？ 
◆リモートワーク、どのくら

いやってるの？ 

在宅勤務・リモートワーク

を「現在も実施している」企

業は 30.7％にとどまり、導入

後に「取りやめた」企業は

25.4％にのぼっているとの

ことです。 

また、リモートワークを実

施している企業について、従

業員の何割が実施している

かを尋ねたところ、割合の大

きい順に、「１割」29.80％、

「２割」13.92％、「３割」

12.85％、「10 割」11.14％、

「５割」10.95％という結果

でした。業務がリモートに向

かないというケースもある

のでしょうが、実態としては

雇用調整助成金の今後に

ついて 

◆来年２月いっぱいで現行

の特例措置は終了予定 

新型コロナウイルス感染

症に係る雇用調整助成金の

特例措置として、令和３年２

月末まで日額上限額の引上

げ等がされていますが、３月

以降段階的に縮減し、５～６

月にリーマンショック時並

みの特例とするとの方針が、

今月８日にまとめられた総

合経済対策で表明されてい

ます。 

そして、令和３年１月末お

よび３月末時点の感染状況

や雇用情勢が大きく悪化し

ている場合、感染が拡大して

いる地域・特に業況が厳しい

企業について特例を設ける

等、柔軟に対応するとされて

います。 

◆３月以降の雇用調整助成

金の特例措置はどうなる？ 

参考としてリーマンショ

ック時の主な特例措置の内

容を紹介すると、次のとおり

です（実施時期にはばらつき

があります）。 

(1) 助成率：中小企業 ４／

５、大企業 ２／３（コロナ

特例措置では雇用を維持

している場合、中小企業 10
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